
 
 
 
PRESS RELEASE（2022/06/15）                     

 
 
 
 
ポイント 

① エネルギーに関連する社会公平性の国際比較評価フレームワークを開発 
② 日本の社会公平性レベル（2015年）は 99カ国中 42位 
③ 再生可能エネルギーの普及を通した社会公平性の向上に今後期待 

概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 九州大学カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所（I2CNER）の中石知晃学術研究員、チャ
ップマン・アンドリュー准教授、同大学院経済学研究院の加河茂美主幹教授らの研究グループは、
各国のエネルギーに関連する社会公平性を定量評価するための分析フレームワークを開発し、社会
公平性の分布やその経年変化について国レベルで明らかにしました。 
近年、再生可能エネルギー（再エネ）の普及が国際的に加速するなか、社会公平性の向上を伴った

エネルギー転換（Just transition）（※１）の重要性が増しています。本研究では、この社会公平性の
定量化を図るため、数理最適化モデルを応用した 5 つの社会指標（図 1）の統合化フレームワーク
（※2）を開発し、世界 99 カ国（26 年間）のエネルギーに関連する社会公平性レベルを、0（最低
値）から 1（最高値）の基準化されたスコアで国ごとに相対評価しました。 
各国のエネルギーに関連する社会公平性は、1990～2015 年の間で平均的に約 0.09 ポイント進歩

しました（図 2）。特に顕著な上昇が見られたのは、中国（＋0.71）やインドネシア（＋0.54）など
のアジア諸国でした。一方、日本や欧州などの先進国では、社会公平性の低下も確認されました。
尚、2015年に最も社会公平性が高かった国はアイスランド（1.00）で、最も低かった国はコンゴ民
主共和国（0.18）でした。日本の社会公平性スコア（2015年）は 0.90で、99カ国中 42位でした。 
日本や欧州などで見られる社会公平性の低下は、主に環境や健康に関する社会指標の低下に由来

しますが、これらの指標は、再エネの普及により大幅に改善することが出来ます。つまり、再エネの
利用促進は、社会公平性の観点から見ても重要であると結論付けられます。 
本研究成果は、6月 7日（英国時間）に Socio-Economic Planning Sciences誌(2020 Impact Factor: 

4.923)に公開されました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

エネルギーに関連する社会公平性の国際比較評価フレームワークを開発！
～日本の社会公平性レベルはどれくらい？～ 
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図 1. エネルギーに関連する社会公平性の 5 つの側面 ※選定は先行研究によるアンケート調査に基づく。 
図 2. エネルギーに関連する社会公平性スコア（最低値:1、最高値:0）の 26年間（1990～2015 年）の国別変化 
※青色はスコアの上昇を、赤色はスコアの低下をそれぞれ示す。 
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【今後の展開】 
日本・欧州などで見られる社会公平性の低下や、中国・インドネシアなどで見られる社会公平性の向上
の事例は、「化石燃料ベースの社会システムの構築は、短期的には（経済面の向上を通して）社会公平性
の向上をもたらすが、長期的には環境面の向上の足枷となり、社会公平性の低下を継続的にもたらす」
という“発展の呪い”とも呼べる事実を我々に教えてくれます。本研究成果は、先進国のみならず、未だ
十分なエネルギー基盤が整備されていない発展途上国（アフリカ諸国等）の政策担当者にも、再エネベ
ースの社会システムを構築していくことの重要性を強調します。 
 
 
【用語解説】 
(※1)社会公平性の向上を伴ったエネルギー転換（Just transition）は、再エネの普及に際し、特定の個
人やグループがその恩恵から取り残されることのないように注意するべきであるという理念のもと生
まれた概念です。社会公平性の向上と再エネ普及率の上昇が両立されている場合、これが達成されてい
ると考えることができます。 
 
(※2)5つの社会指標（図 1）は、世界銀行などが提供するデータを基に、それぞれ 100点満点で推計さ
れます。推計された 5つの指標は、経済・経営分野で広く用いられるデータ包絡分析のアルゴリズムに
従い、任意のウェイトで重み付けされた後、単一の指標（社会公平性スコア）へと統合されます。 
 
 
【研究グループ】 
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＜研究に関すること＞ 
九州大学カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所（I2CNER） 学術研究員 
中石 知晃（ナカイシ トモアキ） 
TEL：092-802-6729 
Mail：nakaishi.tomoaki.436@m.kyushu-u.ac.jp 
 
 
＜報道に関すること＞ 
九州大学広報室 
TEL：092-802-2130 FAX：092-802-2139 
Mail：koho@jimu.kyushu-u.ac.jp 
 
 

「本学は今年 111 周年を迎えます」 
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